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研究成果の概要（和文）：本研究では、ルクセンブルクの多言語社会を維持してきた伝統的な言語教育制度では
不利な状況となる多くの移民を統合し、包摂するための施策を、文献だけでなく、現場での観察や教員、政策担
当者へのインタビューを通じて見てきた。2013年の政権交代以降、ルクセンブルクは学校の自由化や言語教育の
柔軟化を推進し、必ずしも従来通りのルクセンブルク語が第一言語であることを前提としたドイツ語による識字
教育にこだわらない方針である。一方で、「振興戦略」に見られるように、ルクセンブルク語を重視する政策が
同時に行われている。ルクセンブルク社会が言語のあり方を巡って試行錯誤する様子を研究全体で描き出すこと
ができた。

研究成果の概要（英文）：This research focuses on policies for the integration and inclusion of the 
many non-native speakers of Germanic languages who are disadvantaged within the traditional language
 education system that has sustained Luxembourg's multilingual society. The research methodology is 
based not only on literature, but also on field observations and interviews with teachers and policy
 makers. Since the change of government in 2013, the Luxembourg government has promoted the 
liberalisation of schools and greater flexibility in language teaching, and does not necessarily 
insist on literacy education in German as before, with Luxembourgish as the first language. On the 
other hand, there is a policy of emphasising the Luxembourgish language, as illustrated in the 
promotion strategy. The research was able to portray the trial and error of Luxembourg society with 
regard to the state of its languages.

研究分野： 社会言語学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
多言語社会であり、かつ人口の半数近くが外国籍である移民社会ルクセンブルクはヨーロッパ統合の実験場とも
言われている。多言語の運用能力、唯一の国語であるルクセンブルク語の双方を国家のブランドとしながら、ホ
スト社会とは異なった言語的背景を持つ人々をどのように社会統合し包摂しようとしているのか、社会の一体性
をどのように維持しようとしているのかについて考察することは言語政策研究に貢献できたと考える。また、ル
クセンブルクとは条件が異なるものの、今後さらに多くの外国人を受け入れる日本社会への示唆を与えることが
できたのではないだろうか。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

ドイツ、ベルギー、フランスと国境を接する小国ルクセンブルクは、初等教育では、国籍や
第一言語がどの言語であるかを区別せず、土着のドイツ語方言であるルクセンブルク語が第一
言語であることを前提に、まずドイツ語のよって識字を行い、その上でフランス語を徹底的に身
につけるという教育制度を伝統的に採用してきた。ルクセンブルクでは人口約 57 万人（2016 年
当時）のうち半数近い 46.7％が外国籍であり、その多くを占めるのがポルトガル人などであり
ルクセンブルク語やドイツ語を第一言語として話していない（図 1 参照）。初等教育においても
児童のうちルクセンブルク語やドイツ語を第一言語とするのは 40％を切っており、移民の子の
多くがドイツ語教育やドイツ語で行われる授業で躓き、また大学進学率でも大きな差が生じる
など、社会経済的な不平等・格差の要因となっていることが指摘されていた（①）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1：2016 年 外国籍住民・国籍別人口（単位：100 人） 
 

公教育ではドイツ語教育が重視されているのにもかわらず、ルクセンブルク社会では公用語
の一つであるフランス語のみでも日常生活を営むことは不可能ではない。また、話し言葉として
ドイツ語が使われる場面は今日では限定的であり、さらにはルクセンブルク語が書き言葉とし
て用いられる機会が増えたこともあり、ドイツ語は公用語の一つであるにもかかわらず社会の
中で徐々に周辺化されつつあると見ることもできる。そのため、移民の社会経済的不平等の解決
や、公用語へのアクセス権を保障する手段としてフランス語による識字の選択肢の提供を主張
する向きもあった（②）。 

2013 年にこれまでの保守政権から政権が交代し、フランス語による試験のみで卒業できる後
期中等教育（高校）のコースが作られるなど、学校の自由化とともに教育改革は進みつつあった。
しかし、本研究課題の申請時においてはドイツ語による識字、その上でフランス語を習得すると
いう言語教育方法の根本を変えるには至っていなかった。 
 
２．研究の目的 

ルクセンブルクでは、ルクセンブルク語が第一言語であることを前提に、ドイツ語によって
識字教育を行い、その上でフランス語を身につけるという教育によって多言語社会を維持して
きた。しかしドイツ語の習得を前提とした教育システムは、ロマンス語系を中心とした多くの移
民の子の経済的な不平等や社会統合を妨げる要因の一つとなっている。ドイツ語による識字教
育を媒介として、移民の社会統合を促す工夫が、現場の教員や政策決定者、さらには移民を支援
する団体などによってどのようになされているのかを明らかにしようというのが当初の目的で
あった。特に 2013 年の政権交代後、徐々に実施されつつあった改革の影響を考慮する。 

ルクセンブルク政府は、国内の共通語として唯一の国語であるルクセンブルク語による社会
統合を目指している。その一方で、誰もが独仏語、さらには英語など複数の言語を使いこなすこ
とを国是としている。どのようにして人権を保障しながら社会を維持しようとしているのかを
考察する。 
 
３．研究の方法 

移民や移民背景を持つ子のドイツ語の識字教育の際に、社会経済的な不平等や格差を拡大さ
せないようにするための政策、実践を明らかにするため、研究開始当初は教育省（言語教育政策）、
教育現場（教員の工夫や意識）、移民への支援団体といった複数の視点から文献やインタビュー
から調査を行うこととした。 
 
４．研究成果 

報告者は 2020 年の春から夏にかけてルクセンブルクに滞在し大規模な調査を計画していた
が、新型コロナウイルス感染症の世界的な蔓延のため、研究の方針を変更せざるを得なかった。
そのため移民支援団体や教職員組合へのインタビュー調査などはかなわなかった。一方で、専門



家の助言をふまえ、政策の研究については進展があった。 
 

（1）教育現場および教育政策 
本研究開始から 2019 年まで、ルクセンブルク市内および第二の都市エッシュの小学校、中学

校高校を訪ね、ドイツ語、フランス語などの授業、またドイツ語に困難を抱える子のための取り
出し授業などを見学した。また教育省の政策担当者にもインタビュー調査を行うなどして研究
を進めた。政権の方針にそって学校の自由化が進められていること、それでもドイツ語が識字言
語であることには変わりなく、現場の柔軟性、言い方を変えれば教員の努力によって支えられて
いることが明らかとなった。 

ドイツ語理解のために積極的にルクセンブルク語を用いていることや、補助言語としてフラ
ンス語も用いていることが明らかになり、教育省としてもそのような柔軟な言語使用を推奨し
ていることがわかった。また、制度上はルクセンブルク語の授業は週に 1回のみであるが、他に
も初等教育ではアクティビティとしてルクセンブルク語のみによる授業も実施されている。 
 
（2）教育制度と格差 

教育制度、特に不平等が生まれていく過程について、文献や専門家へのインタビューをもと
に研究を行った。言語的な背景に加え、社会経済的な背景そのものが不平等や格差を生み出しや
すく、それに多言語教育が重なるため格差が継がれてしまう過程を考察した。 
 
（3）早期複言語教育政策 

2017 年より 1～4歳の子に週 20 時間まで無料の教育を提供することが決められ、そこではル
クセンブルク語とフランス語の 2言語によって教育が実施されている。また、移民の第一言語も
生かすような教育を行うという。国内で最も通じるフランス語を早期に身につけ、またルクセン
ブルク語に慣れることによりドイツ語の識字をスムーズに進めることが狙いである。政策立案
者にインタビューを行い、また成立過程についても研究を行った。本政策の評価については今後
の研究の課題である。 
 
（4）ルクセンブルク語の振興政策 

本研究の延長期間は、特に 2017 年に教育省により発表された「ルクセンブルク語振興戦略」
について研究を進めた。本政策は 2018 年に法制化され、現在も言語政策の柱の 1つとなってお
り、統合の言語としてルクセンブルク語の役割を強調するものとなっている。政策の成立過程を
見れば、2013 年に発足した政権の方針とは全く異なる、言語と国民を強固に結びつけるイデオ
ロギーに端を発するものであった。 

2015 年の外国人国政参政権に関しての国民投票での挫折と、その後「振興戦略」が成立する
過程について、言語イデオロギーがどう形成されたのかの観点から明らかにした。その上で目下
進行中である中等教育でのルクセンブルク語教育の強化についても検討した。 

本政策によって設立されたルクセンブルク語センターについてもその役割を検討した。セン
ターは従来から国家プロジェクトとなっているルクセンブルク語オンライン辞典の委員会を引
き継ぎ、語彙・正書法などを策定する重要な役割を担っている。まもなく研究成果の一部を公表
予定である。 
 
（5）公用語としてのルクセンブルク語 

本研究課題の中心であるドイツ語教育、ドイツ語による識字の意義を考える際、書き言葉と
してのルクセンブルク語使用の増大に目を向ける必要がある。本研究では小規模な自治体が発
行する広報誌での言語使用について調べ、検討した（図 2 参照）。ルクセンブルク語を公用語の
一つとして規定した言語法が制定された 1984 年当時、自治体の広報誌でフランス語およびドイ
ツ語以外の言語が用いられることは考えられないことであったが、今日ではルクセンブルク語
が積極的に用いられるようになっていることが明らかになった。それは同時にドイツ語がこの
分野においても周辺化されつつあるとも言える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2：小規模自治体広報誌の使用言語 



（6）欧州の他の多言語地域との比較研究 
ドイツ語・イタリア語（・ラディン語）が用いられるイタリア・南チロルや、フランス語教

育を早期から実施し英語教育へとつなげるスイス・バーゼル市など、欧州の他の地域の言語政策
研究を実施し、ルクセンブルクとの比較研究を行った。 
 
＜引用文献＞ 
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et de la Jeunesse (2015) Bildungsbericht Luxemburg 2015, Band 2, Analysen und Befunde, 
Luxemburg. 34-56. 
② Pettinger, Paul/Heggen, Linda（2012）Plaidoyer pour une école bilingue. In: forum, 
Vol. 324, Luxembourg, 41-43. 
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京都ドイツ語学研究会

言語教育エキスポ2023
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対抗する言語 日常生活に潜む言語の危うさを暴く

ルクセンブルクを知るための50章

多言語主義社会に向けて

田原　憲和、木戸　紗織

平高史也・木村護郎クリストフ


